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まい。すなわち、元帳が利用できる明治 30 年前後から大正 11 年までに限定される(その間も
元帳の欠落部分があり、その部分も除外されざるを得ない)。 
(1) 前者は『専修経営学論集』56 号、1993 年 3 月、後者は専修大学『社会科学年報』37 号、













－ 3 － 
家保険を営むこともあろう。事実、物産で社内保険を営んだ事実を断片的に見出すこと
はできるが、社内保険の実態を検証した作業はない。 
(4) 前者は『専修大学社会科学研究所報』516 号､2006 年 6 月､後者は専修大学『社会科学年
















































解であるが(1)、33 年以降 435 万円からはじまり、42 年下期には 1,802 万円まで増加している。
「滞貸準備金」が 32 年に計上されていないのも不可解であるが、33 年上期以降の 37 万円か
ら 120 万円弱の間を上下し、「その他準備金」は 34 年下期の 7 万円以降増減しながら 217 万
円に達している。「積立金」ほどではないが、若干の比重を持ち続けている。他方、元帳に設置
されている目的別積立金は、「船舶積立金」が 30年代中頃 100万円前後におよびやや多額であっ








第 2 表は株式会社期の諸積立金推移である。合名会社期と異なり積立金の科目は「法定積立 


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































激増し、大正 6(1917)年下期は 3,950 万円に達する。翌期の増資に際してその全額と「船舶補
充資金」232 万円を配当し、払い込みにあてさせた。その後、ふたたび「特別積立金」は増加
して大正 9(1920)年上期には 2,600 万円に達するが、払い込みのため全額配当し、以降また積




いずれも 10 万円以下の少額であるが、大正 10 年以降の「運炭保険積立金」は 30 万円前後で
あり、「船舶保険積立金」は 2､30 万円から 10 年以降は 910 万円台となる。貸借対照表ベース




(1) 同表には現れていないが、貸借対照表では明治 29(1896)年下期には 125 万円の積立金
があり、30 年上期に消滅し、33 年上期に突如として 355 万円の積立金が出現する。こ
の間、年間 100 万円前後の利益が計上されており、営業不振での積立金取り崩しや積立
不足があったとは思えない。『三井事業史 本編第２巻』では「日清戦争後の好況期に内
部留保を高め、明治 31 年(1998)では積立金 225 万円、準備積立金 60 万円に達してい
た」(702 頁)とあり、「明治 33 年(1900)上期末に 359 万円であった各種準備積立金を除





中に積立金が誤入しているとすれば、33 年に積立金 355 万円の突如発生と符合する。 
－ 8 － 





(3) 元帳を 20 年代に遡っていくと、「船価償却積立金」(25 年上、下期)、「船舶別口積立金」
(26 年下期、27 年上期、「各船舶保険積立金」と改称)、「各船舶釜代積立金」(27 年上
～30 年上期)、「各船舶修繕準備金」(29 年上～30 年上期)、「各船舶保険積立金」(29
年上期)など船舶関係が多いこと、また「各支店積立金」(24 年上期)、「上海香港支店積









災保険課勘定」と改め、34 年 11 月 15 日に火災保険積立金に振り替えられている。この間の
内容を検討すると、火災保険掛勘定から火災保険積立金に至るまで記載内容や残高は連続し、










因 15 件のうち、14 件が保険料受け入れ、１件がそれ以外であり、運用利子はまだ発生してい
ないこと、減少要因 9 件のうち、何らかの事情による保険料戻しが 3 件、それ以外が 6 件で、 































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































   
   

















































































































－ 10 － 
保険事故による弁済金は発生しなかったことを物語っている。火災保険掛から火災保険課まで
の 5 年間の累計でみると、増加額の 87,147 円のうち保険料受取は 22,361 円、26％に過ぎない。
それは元帳記載に「保険料」と明示された分だけの合計であって、明示がなくとも保険料と思
える記載が多数あり(2)、増加額の大部分は保険料と推測される。保険料戻し(ないし訂正)は
















明治 34(1901)年 11 月 15 日に｢火災保険積立金｣が設定され、そこに｢火災保険課勘定｣が移
された。第 3 表は 68,809 円の残高を引き継いで出発した｢火災保険積立金｣の増減推移を整理
したものである。同積立金を舞台に社内保険が続行され、7 万円弱の残高は 39 年には 18 万円
に達した。少額の保険事故がなかったわけではないが、40 年上期になると 10 万円超の保険事
故が発生し、残高は一挙に半減し、翌期にも 1.4 万円の保険事故に見舞われている。40 年上期
の保険事故は 5 件、最多は神戸網浜倉庫消失による 73,480 円、次いで天津の荷物焼失 21,114
円、大阪の倉庫内燐寸罹災 9,620 円、石川島倉庫焼失 2,800 円と続く。翌年には函館の硫黄罹




円、件数も過去最多の 70 件を越えるほどであった。申し込み店部も多岐、多数になっていた(4)。 
－ 11 － 
第４表 火災保険の事例（明治 30 年下半季） 
 
月 日 摘　　　　　　　　　　　　要 金額
6 12 No.56　火災保険料用度掛入 110
〃 15 30年上半季器械掛負担火災保険料 12
〃 21 兵庫店同季中火災保険料 335
〃 23 綿糸布掛本年上半季火災保険料 323
〃 〃 雑貨掛　　　　〃 78
〃 〃 毛布掛　　　　〃 42
〃 〃 函館店　　　　〃 236
〃 〃 小樽店　　　　〃 123
〃 〃 兵庫店　　　　〃 335
〃 〃 馬関店　　　　〃 64
〃 〃 若松店　　　　〃 12
〃 〃 天津店　　　　〃 12
〃 20 香港店火災保険確定報告　Ｎo86/91保険料 0.8
〃 〃 　　　〃　　　　　　　　　　　　　No80/85  〃 0.5
7 5 天16　天津店商品火災保険料 11
〃 20 三池炭坑30年上半季火災保険料追加 2
8 12 上336　保険料 225
10 4 孟買店持硫酸148屯火災保険料 6
11 16 台北店家具及商品保険料 15
〃 22 香港清商掛報告No92 保険料 236
〃 〃 同　 外商掛　　　No.1/18　　〃 64
〃 30 大阪店  6/11迄火災保険料 163
12 8 横浜店火災保険料 927
〃 〃 長崎店     〃 221
〃 〃 深川店    〃 476
〃 11 小樽店     〃 716
〃 14 兵庫店     〃 149
〃 15 神戸店     〃 562
〃 〃 器械掛     〃 11
〃 16 新加波店  〃 8
〃 17 雑貨掛     〃 152
〃 18 鉄道掛    〃 0.3
〃 20 兵庫倉庫ニ対スル保険料 326
〃 〃 香138　清商掛保険料差金 3
〃 21 本店建物ニ対スル本年下半季火災保険料 90
〃 23 上海店　9，10両月分　　　　　　　　〃 278
〃 25 若松店30年下半季火災保険料 2
〃 〃 口ノ津店　　　　　〃 87
〃 〃 馬関店　　　　　　〃 25




































保険は実質上停止したのである。ただ、｢火災保険積立金｣の残高が漸増して 1 万円強を維持し 








































































































































































































































































































































































































































(1) その期の火災保険積立金は増加、減少とも 1.4 万円であるが、12 月長春における吉長鉄
道建物火災保険損害填補金が明治火災から 6,075 円入り、翌年 3 月取り消されたこと、
































規模は当初の 1 万円前後から合名会社末期には 5 万円弱にまで増加し、社内保険として運炭保
険が活用されていたことを物語っている。ただし多くて 5 万円程度では、大したことではない。







が分かる。合名会社期の累計でみると、増加額は 22 万円、うち保険料受取が 15 万円強、弁済









 明 36／下 37／上 38／下 41／上 
若松出張所 2,587 4,307 9,509 14,148 
唐津 〃 338 234 527 337 
宇島 〃  446 1,232 
門司支店   362 1,187 
杵島出張員   936 543 
佐世保 〃   191 
呉   〃    59 
  計 2,924 4,987 12,757 16,274













































































































































































































































































































































































































































































































































































































－ 17 － 
終始、若松が圧倒的な比重を占め(38／下は 75％、他の期は 87％前後)、他の店部が少額なが
ら加わっていく。もちろん石炭取扱店部のみである。 
(1) 例示を 2，3 してみると次のごとくである。 
長崎店 「大阪送リ春久丸積荷芳雄粉炭 100 屯沈没弁償金 650 円」 
門司店 「神戸送リ明寺丸積荷沈没弁償金 623 円 (保険金額 778 円、救助費一切 314
円、売上炭代 470 円) 
門司店 「神戸送リ宝栄丸沈没弁償金 327 円(保険金額 777 円、遭難船救助費用 180












名会社期末 4.7 万円を遙かに超え、大正 5(1916)年下期には 9 万円に達していた。つまり社内
保険としての利用が増えたわけである。そして 6～10 年も拡大し続け、10，11 年頃には 30 万
円の残高にまでなっている。第一次大戦中に大いに利用され、戦後も一層利用が進み、10 年頃
に拡大が停止した形である。 



































































































































































































































































































































































































































































































































































－ 19 － 
運炭保険の利用店部は次のように推移している。 
（単位：円） 明 43 上 大 2 上 5 下  10 下 
若松 12,228 15,453 20,397 若松 12,909  
門司 861 170  石炭門司支部 2,191 
仁川 72 75 43 同  長崎支部 130 
唐津 57 8 369 福岡 332 
呉 3   岡山 81 
石炭部  70 2,416 元山 23 
同長崎支部   631 唐津 6 
杵島   373 玉 4 
住之江   249 門司船舶掛 119 
    店部別不明 7,153 
 計 13,221 15,776 24,478   計 22,948 
株式会社期でも若松の比重が依然圧倒的な比重で、前 2 時点で 9 割超、後 2 時点で 8 割強を
占めている。利用店部が多少入れ替わっているが、門司以外は少額である。運炭保険の運用は
依然として若松であり、合名会社期から一貫した姿である。 
 保険事故は毎期多数発生しているが、金額上は多くて 2 万円以下、11 年下期を除いてすべて
受取保険料の範囲内であった。すなわち累計して 22 万円(保険料戻しを考慮しても 19 万円)に










(1) 明治 24 年上期以前には船毎の勘定があったが、その期に「各船舶買入」勘定に一括計上
されるようになり(6 隻 27 万円)、27 年上期に「各船舶元価」(のち「船舶元価」に変更)
となり(5 隻 41 万円)、それらの科目で船舶の取得・処分・減価償却が記帳され、各期末
の簿価が知り得る会計処理であった。32 年上期から「船舶勘定」が不動産と並んで設け
－ 20 － 
られ、定着する(146 万円)。 
(2) 「船舶償却積立金」は明治 25 年に一時的にみえ(残高 2.5 万円)、「各船舶釜代積立」は
27 年上期～30 年上期、「各船舶修繕準備」は 29 年上期～30 年上期に設けられているが、
以後「船舶積立金」に包摂され、「船舶大修繕積立金」は 43 年下期～大正 4 年上期に存
在した。いずれも名称通りの目的により設けられたものである。 
（１）「船舶別口積立金」「船舶保険積立金」（第８表参照） 
明治 26(1893)年 12 月末に「船舶別口積立金」が設けられたが、頼朝丸・秀吉丸・筑紫丸 3
隻に関する同期の保険積立 3,264 円であった(1)。翌期末に有明丸を加えた 4 隻に関する保険積
立があり、有明丸の保険金受取等もあって増加額は 11,816 円であったが、反面、秀吉丸の遭
難損金が発生し(15,081 円)、結局、998 円の赤字となった。27 年下期に「各船舶保険積立金」
と改称、29 年下期までに、該当船は変化したが、残高は増加して 5.4 万円となった。この間、
保険事故は発生せず、積み立てる一方であった。しかし 30 年上期(1 月 26 日)に残高 5.4 万円
はいずれかに振り替えられて、「各船舶保険積立金」はなぜか消滅している。以上の事態が、船
舶関係での保険積立の最初と思われる。 
(1) 同積立金の冒頭(12 月末)に「汽船頼朝丸保険金額 1 万ポンド為受負特担分損ト全損受負
トノ差金保険金額ノ百分ノ三ト見積リ置ク 26 年下半季分 150 ポンド」1,241 円の記















93 万円の受け入れがあるが、32 年下半季までに蓄積されていた各船元価償却積立 37.6 万円、 
決算期 件数 増加 件数 減少 残高 件数 積立金 遭難損金
明26／下 3 3,265 3,265 3 3,265
  27／上 5 10,818 1 15,081 998 5 10,818 15,081
下 4 7,990 6,992 4 7,990
28／上 4 9,420 16,412 4 9,420
下 5 14,227 30,639 5 14,227
29／上 12,782 43,421 12,782
下 3 11,434 54,857 3 11,484
30／上 1 54,857 0
（金額単位：円）








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































－ 22 － 
釜代積立 4.4 万円、保険積立 27.3 万円、修繕積立 6 万円、計 75.3 万円が引き継がれており、
剣山丸、彦山丸、勝立丸、有明丸、愛宕山丸、富士山丸、阿蘇山丸の 7 隻別にその期分の償却・
釜代・保険・修繕各積立が加わっている(7 隻計 17.7 万円)。この後も減価償却、保険、修繕の
積立が続けられていく(釜代積立は 34 年で終了)。但し「各船舶保険積立金」が 30 年に解消し







料 50 円)、庫船(25 円)の船体保険料が増加側に計上されているが(33／上～35／上の毎期)、
汽船と違って計上のされ方からして社内保険ではないかと推測される。しかし 38 年下期に「第









事故に保険積立金から 5 万円が填補されており、保険金受取は計上されていない(2)。33～38 年
に数多くの修繕費が同積立金で負担されているが、海難事故の処理は長白山丸以外に見当たら
ない。いずれにせよ社外保険なら保険金受取がないことが不可解である。 
「船舶積立金」の推移の中で大きな変化を第 9 表で追跡すると次のようである。 
第１に、明治 35(1902)年上期に 27.1 万円の積立があるが、船舶別途積立金からの振り替え
であった。その積立金の運用によって発生する利子が 12,210 円であって、その利子分が 27.1








金戻ス 32.2 万円」と「別途積立金戻ス 32.6 万円」が含まれており、これまた事情が不明で
ある。 
第３に、39 年上期に積立金が 66.1 万円減少しているが、この期に再度設置された船舶保険
積立金への振替である。別言すれば社船 11 隻の保険積立金を「船舶積立金」から独立の「船
舶保険積立金」へ移したわけである。したがってこの期以降は、船舶積立金は保険関係とは無
関係となったのである。因みに 41 年上期の積立金減少 39.6 万円は、「改正額と旧価格との差
金船価償却積立金を以て補填す」とあるので、減価償却方法の変更による処理であろう。 
第４に、保険準備積立は累計 103 万円であり、保険料支払が 32.5 万円、積立金取り崩し(長
白山丸の全損補填)5 万円を控除した残り 66 万円が「船舶保険積立金の原資となったことを意
味しよう。 
(1) たとえば「竜 a/c 139 剣山丸船体保険料本年 7 月 23 日より 12 ヶ月分 5,000 ポンド(料
率、割引率など記載省略)11,348 円」や「竜 a/c 146 有明丸船体保険料本年 8 月 6 日正
午より 12 ヶ月分 3,326 円」(いずれも明治 33 年 8 月 31 日)のような記載があり、富
士山丸、愛宕山丸、勝立丸、阿蘇山丸、彦山丸にも数千円の支払がみられる。 
(2) 長白山丸関係を摘出すると、同積立金勘定の増加面で保険料戻 6,155 円、減少面で船価
償却積立戻 12,250 円、大修繕積立戻 5,475 円、保険積立戻 8,536 円、「保険積立より長




が積まれ、その運用利子が加わるが、その累計は前者 25 万円強、後者 14 万円強で、利子も大
きな財源になっている。保険料支払いは累計 12 万円弱、その大部分は社船船体保険料であり､
倫敦送りで支払っており(1)、小蒸汽船 2 隻分もそれに加わっているが、１年分の保険料支払な











































































































































































































































































































































































































－ 25 － 
次に、株式会社期ではどうであろうか。第 11 表にみるとおり、株式会社期の船舶保険積立
金は零から再出発するが、積立金の積み増し、運用利子の累積で大正 4(1915)年上期の残高は
32 万円強にまでなっている。この間、社船と 2 隻の小蒸汽船の保険料支払が続くが(毎年 2～3
万円)、3 年上期に万田山丸の遭難事故が発生し、多額の負担を生じた(約 10 万円)。翌 3 年下
期も引き続き万田山丸の修繕費等で 12 万円弱の負担が加わっている(2)。また、保険料が 10 万
円を超えていることも大きな負担であった。30 万円を超える 3 年上、下期のこのような大きな
負担は、同積立金の食い潰しや例年通りの積立では到底賄いきれず、3 年下期には万田山丸の
保険金受取 5.7 万円やその他の処理(3)があるものの、「船舶補充資金」から 20 万円を充当して
いる。 
その後の経過を見ると、大正 4，5 年は大きな事故はなかったとみえ、積立金残高は増加し
ている。特に 5 年下期の積増 17.6 万円が目立つが、大戦中の保険事故に備えての処置であろ
うか。そして 6～10 年の間に、積立金残高が 70 万円弱から 900 万円台に桁違いに拡大してい
る。資料が欠如しているため断定できないが、第一次大戦後期から戦後にかけて、戦争による
船舶被害が激増し、その対応として積立金を大幅に積み増したのであろう。 






支出は、多額の積立金 28 万円弱と、運用利子 23 万円弱で賄われているが、900 万円超の積立
残高の運用から生ずる利子額が 20 万円を超えるほどに多額になっていることに驚く。なお、
この期の積立金には遼東汽船分 5.2 万円が含まれ、運用利子にも同社分が 4.3 万円が含まれて
いる。遼東汽船は実質上物産子会社なので、その所有船舶についても社船同様の処置が取られ
たものであろう(5)。 
11 年上期には、10 年下期に続いて増加額、減少額共に 50 万円を超える多額な出入りである
が、その内容はいささか難解である。すなわち、一見多額の積み増し(30 万円)と多額な利子計
上(22 万円強)は 10 年下期とほぼ同額であるが、保険料支払いは 4 万円、弁済金等は 9 万円弱、
修繕費 1 万円で、合計しても減少要因は 14 万円程度であって、「その他」が異常に多く 43 万
円に及んでいる。その内訳は、2 隻の「共同海損・単独海損分担金」10 万円強、「保険積立金
1/2 同保険積立金利子より補充すべき分」17.6 万円、「11 年上期保険積立金戻す」15 万円(社
船分 12.3 万円、遼東汽船分 2.6 万円)で構成されている。なぜ積立金を巡りこのような処理を 
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































－ 27 － 
必要としたのか理解できないが、少なくとも両建処理で表面的に出入り額が膨脹していること
は確かである。仮に両建処理分を相殺すると、積立金 15 万円(＝30－15 万円)、利子 5 万円(23
－18 万円)が純増加分と計算される。とすれば 11 年上期は積立と利子合計 20 万円によって前
掲の保険料 4 万円の支払、弁済金等 9 万円、海損分担金 10 万円を負担したという見方ができ
よう。10 年下期が多額の保険料支払、多額の弁済金等負担をしたのとはかなり事情を異にする。 







(1) たとえば明治 39 年 10 月 24 日「社船保険料 London 払 ￡2,558 25,384 円」や 40
年 1 月 19 日｢阿蘇山丸､三日月丸浮流水雷ニ対スル保険料竜動ニテ支払分 ￡221  225
円｣のようにロンドンでの保険料支払いを示す例は多数ある。 
(2) 大正 3 年 10 月に「万田山丸 Newcastle ニテ修繕費引当トシテ倫敦支店ヘ電送金 
108,030 円」と同修繕費等 12,213 円が計上されている。 
(3) 「万田山丸船価整理差金 71,500 円」や「社船船体保険料支払高の内 1914 年 11 月～1915









明治 37(1904)年上期の元帳に｢小蒸汽積立金｣は設定されるが、｢船舶積立金｣から 6 月 13 日













 それでは合名会社期の「小蒸汽積立金」の内容を検討してみよう(第 12 表参照)。 
明治 37 年上期に 2.6 万円の残高で出発した「小蒸汽積立金」は毎期積まれる積立金を主と
し、少額ながら保険料、使用料を加えて、合名会社期末までに 22 万円の残高にまで拡大した。












る。なお、分離後の 39 年下期に香港で発生した海難事故(艀 11 隻)による保険金支払





積立金」より積立金 29,735 円を引き継いで発足した。41 年上期から「小蒸汽艀船保険積立
金」と改称、42 年上期に「小蒸汽保険積立金」に戻っているが、内容は当初から一貫して小
蒸汽船・艀船を専門に取り扱うことで変わりない。その仕組みをみると、一つには社内保険 






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 第 13 表によれば、合名会社期を通じて保険料受取は 4.5 万円、運用利子は 0.6 万円で、積
立金残高は 3 万円弱から 6.5 万円まで増加している。それに対して弁済金は、5 件 9,771 円
で、39 年下期のみは保険料を僅かに超えたが、他期は発生しないか、保険料を大幅に下回る
かで、社内保険は十分にペイしていた。他方、保険料の社外支払は 4 件 3,391 円で少額であ
る。合名会社期末に残った積立金 64,836 円は他勘定へ振り替えられ、残高零となった。 
(1) 社外への保険料支払は、41 年上期に①沖の島丸、保険金額 4.5 万円、1 年料率 3.5％、
保険料 1,575 円、東京海上へ支払、②上海支店の模様で、1 年、保険料 195 円、42 年上
期に③沖の島丸、保険金額 4.5 万円、1 年、料率 3％、船体保険料 1,575 円、東京海上
へ支払(料率が異なるのに保険料同額は疑問、3.5％の誤りと推定)、42 年下期に④「本











火となり、保険事故もあまり発生しなかったから、積立金は漸増を続け、4 年上期には 6 万
円を超えている。元帳の欠如している 5～10 年の間に社内保険は活発であったとみえ、10






口之津(104)、名古屋(75)の 11 店計 7,059 円が判明した。以後の期ではたとえば「大正 3 年 



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































－ 32 － 
































決算期 船　名 保険金額 期間 料率 保険料 付保先
明43／下 千歳丸 8,000 １年 7 560 不明
豊平丸 8,000 〃 7 560 〃
砂川丸 11,000 〃 6 660 東京海上
石狩丸 11,000 〃 6 660 〃
４４／上 新高丸 15,000 〃 5 750 〃
地球丸 5,000 〃 7 350 〃
沖の島丸 25,000 〃 3.5 1,225 〃
豊平・千歳丸 8,000 〃 7 1,120
４４／下 小樽艀船 126 〃
砂川丸 11,000 〃 6 660 〃
石狩丸 1,000 〃 6 660 〃
大２／上 宝丸 16,000 〃 7.5 1,200 〃
彦島丸 54,000 〃 3.5 1,890 〃
万田山丸 40,000 〃 3.5 1,400 〃
沖の島丸 45,000 〃 3.5 1,575 〃
３／上 浮島丸 100,000 〃 9 900 〃
彦島丸 50,000 〃 3.5 1,750 〃
沖の島丸 40,000 〃 3.5 1,400 〃
万田山丸 40,000 〃 3.5 1,400 〃
３／下 豊平丸 6,000 〃 7 420 〃
千歳丸 6,000 〃 7 420 〃
三井号 183 〃
（金額：円、料率：％）













第４に、保険料率であるが、保険金額に対して何％という表示であり、第 16 表では 5％が
圧倒的に多い。しかし同時期で船によって差があり、リスク評価を異にしているためであろ




えば鶴の江丸は 41 年 1～5 月は社外保険、6～11 月は社内保険という具合である。その期の
前後では、そのような区別表示がないので断定できないが、社内保険もあるのかも知れない。
とにかく 41 年上期で検証できたことは幸いである。 
(1) たとえば回航保険料の例を２つ挙げてみよう。 
10 年下期「門司管轄山野丸回航保険料 唐／門往復 2,000 円 0.6％」12 円 
11 年上期「横浜石炭支部所管小蒸汽伊田丸 門／浜回航保険料 保険金額 3,000 円 
100 円に付 1.5 円」45 円 
いずれも期間。距離を考慮しての保険料率で、船体保険料よりはるかに低率である。 
(2) 小富士丸と田川丸がその例で、前者では半年間、保険料の 2 割増、後者は 4 ヶ月間保険
金額の 1％増となっている。 
－ 34 － 
第 16 表 小蒸汽保険の各船別 
３７／上 ３７／下 ３８／上 ３８／下 ３９／上 ３９／下 ４０／上 ４０／下 ４１／上 社内保険
菖蒲丸 保険金額 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,143
料率 5 4 4 4 4 3
（口の津） 保険料 ＊200 200 ＊200 200 200 ＊160 ＊160 ＊160 122 ＊122
鶴の江丸 保険金額 13,000 12,049
料率 4 4
（長崎） 保険料 ＊300 49 325 260 ＊260 260 180 ＊241
早崎丸 保険金額 8,500 8,500 8,500 8,500 8,372 8,372
料率 2 5 4 3 3
（口の津） 保険料 212 ＊212 212 ＊212 212 170 ＊170 170 58 ＊126
三井丸 保険金額 3,000 3,000 3,000 1,405
料率 5 4 3




三池号 保険金額 18,000 18,000 18,000 18,000 17,019 17,019
料率 5 5 5 5 5 5 5
（香港） 保険料 450 ＊450 450 ＊450 ＊425 425 425
三井号 保険金額 16,000 16,000 16,000 16,000 16,825 16,835
料率 5 5 5 5 5 5 5 5
（香港） 保険料 ＊400 400 ＊400 400 ＊400 ＊420 227 421 ＊421
サンチン号 保険金額 4,500 4,500 4,500 4,500 4,531 4,531
料率 5 5 5 5 5 5 5 5
（香港） 保険料 ＊113 113 ＊113 113 ＊113 ＊113 113 ＊113
香港艀 保険金額 12,000 12,000 19,026 ． 19,026
２５隻 料率 5 5 5 5 5 5
（香港） 保険料 ＊300 ２３隻 ＊300 300 ＊476 ＊564 564 475
孔雀丸 保険金額 3,000 3,000 3,000 3,000
料率 5 4 7
（門司） 保険料 ＊75 4 ＊60 ＊60
大浦丸 保険金額 7,500 7,700
料率 5 4
（門司） 保険料 ＊188 ＊154
山野丸 保険金額 8,000 8,500 8,500
料率 5 4 7
（門司） 保険料 ＊200 ＊170 ＊170
浮島丸 保険金額 16,000 17,000 17,000
料率 5 4 7
（門司） 保険料 ＊400 ＊340 ＊340
田川丸 保険金額 9,500 9,500 4,700 9,700
料率 5 1 4 7
（門司） 保険料 ＊238+48 32 ＊194 ＊194
三池丸 保険金額 13,500 13,500 13,500 13,500
料率 5 5 4 7
（門司） 保険料 ＊338 338 ＊70 ＊270
伊田丸 保険金額 9,900 9,900
料率 4 7
（門司） 保険料 60 ＊198 ＊198
古城丸 保険金額 13,600 13,600
料率 4 7
（門司） 保険料 325 ＊325 ＊272 ＊272
小富士丸 保険金額 3,500 1,500
料率 4
（口の津） 保険料 ＊87＋８ 105 105 38+4 30
那智丸 保険金額 6,000 6,000 6,000
料率 5 4 4
（神戸） 保険料 ＃300 300 ＃240 240
海庫丸 保険金額 2,680 2,680 2,080
料率 5 4 4
（神戸） 保険料 ＃134 134 ＃107 107
海倉丸 保険金額 2,720 2,720 2,720
料率 5 4 4





























には大正 3(1914)年 8 月 10 日から「戦時保険勘定」が設置されているが、上記の「社内戦時
保険」のことである。戦時保険については「大戦勃発による戦時保険の付保困難時には、政府
による戦時海上保険補償法が実施(大正 3 年 9 月 12 日)されるまでの間、社内戦時保険を自営
した。この付保金額は 1,230 万円余に達して大きな損害もなく経過し、大正 11 年上期をもっ
て取扱いを結了した｣(2)ともいわれる。 
それでは元帳のおける「戦時保険勘定」ではどのようなことが分かるか。 
大正 3 年下期の同勘定で仕組みをみると、受入側では 8 月 10 日から 10 月末までに 127 行
の記載があり、「戦時保険承諾書＃1 孟 4,865 円」のような表示が大部分を占める。但し承
諾書につけられた「＃1」以下の一連番号は、最終＃194 まであって、一応 194 件あったと推
定されるが、時に欠番があってそれが何を意味するか明らかでない。「孟」は孟買店の略であり、
帳簿上正式記入事項ではなく、担当者のメモ的記入であるが、依頼店を知る手掛かりとして重






瓊の浦丸 保険金額 11,000 10,330
料率 5 3




深津江丸 保険金額 9,000 9,228 9,228
料率 4 3 3
（長崎） 保険料 *180 38 *138
白鳥丸 保険金額 98,700 93,982
外８隻 料率 4 4













一括 保険料 1,670 1,572 2,137
〔備考〕１．保険料の＊印は半年契約のもの、＃印は１年契約のもの。田川丸・小富士丸の＋印は割増保険料。一括は船別に表示されず一括のもの
　　　　 ２．社内保険は41／上期で「社内保険」の表示があるもの（41／上期の外数）。
－ 36 － 
ないため、依頼の事実と金額を知るのみであり、元帳からではアプローチに限界がある。 











第４に、同表の依頼額で 1 件 1 万円以上が 14 件あるが、すべてが 1 件当たり多額とはいえ
ない。小樽の 97,150 円、倫敦の 86,539 円、大連の 38,410 円､横浜の 32,323 円、大阪の 10,193
円は確かに単独で多額であり、その内容に興味をそそられるが、他 9 件は複数口の合体である。
機械部の 37,232 円は 12 口、営業部の 20,993 円は 10 口のごとく､いくつかの案件をまとめて
依頼しているが、反面、営業部の 61,070 円は２口であるから、実質上大口である。 
そして翌４年上期には、第 17 表下欄にみるごとく、依頼は僅かとなり、取消・訂正が若干
あるのみとなる。戦時海上保険補償法が 3 年 9 月に施行され、物産でも全面的に同法に依存す
る措置が取られ、社内保険取扱が不要となったのであろう。物産元帳の「戦時保険勘定」での






(1) 『稿本三井物産株式会社 100 年史 上』386 頁。 
(2) 同上。この記述は『三井物産沿革史』(第 4 編業務編業務第 4 期、第 6 章第 4 期に於け
る当社の業務成績 3 其他の業務の成績)とほぼ同文であり、社内戦時保険についてこれ
以上のことは分からない。 
(3) 大正 5 年上期の元帳には「戦時保険勘定」の科目はなく､おそらく他勘定へ振り替えら
れたと推測される。前掲『沿革史』が「11 年下期ヲ以テ此取扱ヲ結了シタ」と述べてい 






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































舶保険は明治 26 年下期に設けられた船舶別口積立金から始まり、一旦消滅、33 年設定の船舶
積立金の中で運営され、39 年上期に船舶保険積立金が分離独立して、そこで運営され、小蒸汽






















































900 万円、小蒸汽艀保険で約 35 万円(いずれも大正 10，11 年頃)であって、決して巨額なもの
ではない。むしろ営業の必要上外部保険に依存していたものが多額なのかと想像するのみであ
る。 
 
〔付記〕本稿は､2005･6 年度科学研究費補助金基盤研究(Ｃ)「戦前期総合商社の補助業務の実
証研究」(代表者麻島昭一)による研究成果の一部である。本稿が依拠した｢三井物産元帳｣
の大量複写については、三井文庫、特に永井、大塚両氏に大変お世話になった。厚くお礼
を申し上げる。 
 
